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「100年先もつづく、農業を」

当社は環境への負担の小さい農業を広げることを目的として、 2009年に設立された企業です。

提携生産者が農薬や化学肥料不使用で栽培した農産物の流通販売を行っています。主力の定期宅配サービ
スはアクティブ顧客数が 1万2千軒程度になっているほか、飲食店や小売店向けの販売も行っています。

取引生産者のおよそ 8割が新規参入者 であることが大きな特徴です。栽培計画を立てる段階から伴走するこ
と、受発注システムや生産者とのデータ連携の仕組みを独自開発したこと、農産物の特徴を丁寧に説明するこ
とで顧客の許容度を引き上げていることにより、少量不安定な生産になりがちな、新規参入者の農産物でも取
り扱える体制をつくってきました。

坂ノ途中について

◀生産者とのデータ連携の例。

生産者の出荷可能量と当社からの発注量を
可視化し仮想的な市況データを提供してい
る。品目別、都道府県別データを各生産者が
リアルタイムに確認できる。品目選定のほ
か、自分の不作は自身に要因があるのか、
地域全体が不作なのかなど、栽培を振り返
るきっかけにもなっている。
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坂ノ途中について

「有機農業の経営ハードルを下げる」
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当社と連携している農業者は経営が成立している方の割合が多いです。多方面から指摘されている、新規就農しても経営
が成り立ちづらいという社会課題に対して、当社の取り組みは一つの好事例となりえると考えています。

新規参入者を中心とした有機農業者の経営ハードルを下げるための知見が蓄積していると考え、それを十分に活かし、社
会に還元していくことを目的として2022年には研究室チームを発足しました。研究室チームでは、生産者さんとの勉強会の
実施や、自治体や企業との協業を進めています。



生産者との距離が近い流通企業として

当社では、おいしい理由をつたえる、生産者のストーリーをつたえる、デジタル技術を活用することで
簡便性を高めるといった、幅広い工夫の積み重ねにより、農薬や化学肥料不使用で栽培された農産
物の流通額を年々増加させてきました。過去 3か年の年商推移は、19.5億円（23年6月期）、 24.1億円
（24年6月期）、 31.6億円（25年6月期）となっています。
これまでに培った知見を活用することで、調査のみにとどまらず、実効性のある販路開拓支援が可能
だと考えています。

これまでの実績

▲商品開発の例。生産者にとって
「当たり前」のことが、大きな訴求ポ
イントになることもしばしば。

▲飲食店向けに、スマートフォ
ンで発注できるシステムを提
供。少量の農産物のテストマー
ケティングにも活用しやすい。
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◀低い離脱率の定期便が主力。
品質向上に熱心な新規就農者/
若手農家と連携し幅広い農産
物を扱うことで、
最大の離脱理由である「飽き
た」を回避。

◀「やさいはいきもの」というメッ
セージを打ち出すことで、ブレや
移り変わりを楽しんでもらう工夫
を。　



これまでの実績

研究室チームのとりくみ：生産者と行政を架橋する

研究室チームでは、経営が成立している多くの新規参
入者との信頼関係を有するという、当社の大きな強みを
生かして、「有機農業白書」作成により行政へ情報を発
信し、また、農業者向け勉強会の開催なども行ってきま
した。
また、山梨県北杜市、兵庫県養父市など、有機農業先
進自治体との連携もスタートしています。

先進地域の実情や取り組みなどを踏まえた調査、提案
ができると考えています。

社会的な認知の拡大

環境負荷の小さい農業を広げるというテーマのもと当
社が積み重ねてきた事業展開が評価され、少しずつ社
会的にも認知されるようになっています。

・経済産業省「行政との連携実績のあるスタートアップ
100選」に選出
・農林水産省「食料・農業・農村白書　令和 4年度」に掲
載
・経済産業省が新設したインパクトスタートアップ育成
支援プログラム「J-Startup Impact」に選出

▲研究室主催の勉強会の例。
先駆的な農業者が自らの歩みを経営数値含めて公開するこ
とで、後進が陥りがちな落とし穴を回避し、成長を加速でき
る。
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有機農業をとりまく現状と展望

当社では、研究室チームが「有機農業白書」を作成した際の調査などをもとに、今後、国
内の有機農地面積は拡大していくと予想。

①農林水産省が「みどりの食料システム戦略（以下、みどり戦略）」を発表して以降、全国
に動きが波及し、多くの自治体が有機農業の推進に取り組み始めており、「オーガニック
ビレッジ」を宣言した自治体数はすでに131に達していること。

②みどり戦略に類似の政策を長年進めたEUでも、過去25年間で有機農地の割合（耕地
面積比）が平均的に約10％拡大していること。

が、主たる根拠です。日本でもEUと同程度の拡大が生じると仮定すると、有機農産物の
市場規模は現在の約5倍、1.3兆円に達すると見込まれます（有機農業白書Vol.1）。な
お、2017～2022年における日本の有機農産物消費は、成長率ではすでに世界第2位に
なっています（Willers et al. 2024） 。

前提認識

先行研究や事前の調査でわかったこと：行政からの支援の必要性

・農協などの仕組みを利用しない有機農業では、流通・販売の仕組みが十分に効率化されておらず、有機農業の拡大を阻害してい
ること（渡邊・真田, 2024）がわかっています。

・公共調達を通じた消費拡大が、その地域有機農業の発展に不可欠であることも示されています（Daugbjerg, 2023）。

・有機農地面積が大きい自治体としては、滋賀県内では草津市、高島市、長浜市などがいずれも有機農地面積が1%を大きく超えて
います。

・県外でも有機農業推進に積極的な自治体は、おおむねこの水準にありますが、こうした自治体の多くは、生産者の実態に即した流
通・販売・消費の仕組みづくりに取り組んでいます。

▲2024年に当社が発行した
「有機農業白書vol.1」
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事業全体像

（１）生産者の実態調査・分析
　・市内で有機農業に取り組む生産者の実態調査
　・有機農業に関心のある生産者の実態調査
　・他自治体との比較分析  

市内生産者の特徴

（品目、規模、販路構築

等）

（２）市内の食品関連事業者のニーズ調査
　対象：飲食店、ホテル、小売店、直売所　
　　　　＋地元企業、公共調達（追加）
　内容：希望品目、数量、時期、納品方法、参入障壁

（４）その他　ご提案
・オンラインでのマッチング、
業務効率化に資するシステム
の試験導入と実証

市内事業者のニーズ

・生産者実態調査報告書(集計及び分析含む) 1部
・事業者ニーズ調査報告書(集計及び分析含む) 1部
・販路開拓支援の提案書 1部
・市産有機農産物のブランド化に向けた提案書 1部
・業務全体のまとめ報告書(A4規格5~8ページ程度) 1部
・市との打ち合わせ記録

調査・分析 提案・実施

【実施内容】

【調査・分析結果】

（３）販路開拓支援

・市内生産者の特徴から販売戦略を策定

・販路を具体的に複数提案

・近江八幡市産農産物のブランド戦略を提

案

・商談会の開催（追加）

 

【成果品】

企画・立案

・販路構築の戦略の提示

・販売候補先リストの提供（市内外）

・ブランド戦略提案書

・商談会報告書（追加）
有機農業拡大の成功要因

・実証を踏まえ、次年度に向

けた販売戦略を作成

※追加業務（ご提案）は赤字で記載。
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業務内容（1）生産者の実態調査・分析

方法

①生産者に対するアンケート調査

・市を通じて、全生産者に対してアンケートを配布。有機農業に取り組む生産者 9名（ R6年度時点の人数；近江八幡市有

機農業実施計画より ）と令和7年2月の座談会出席者23名には、別途当社からもメールを送り、高い回答率を実現する。

・全体：有機農業に取り組む生産者、有機農業に関心がある生産者、関心のない生産者の人数を把握。

・有機農業に取り組む生産者： 現在の品目・生産量・販路を調査。拡大希望の品目・量を調査。

・有機農業に関心がある生産者 ：希望品目と量、参入障壁を調査。

・有機農業に関心がない生産者 ：現在の品目・生産量・販路、有機に転換させる方法を調査。

②生産者に対するインタビュー調査

・有機農業に取り組む生産者 ：販路開拓で直面している困難、今後の拡大方針の有無を把握。

・拡大希望の品目・量、販路開拓上の問題をヒアリング。

・隣接する草津市の成功事例における販路開拓の工夫をヒアリング。

・有機農業に関心のある生産者 ：アンケート調査で認められた参入障壁を具体的、定性的に把握。

・対象者は、5名程度を選定。

・参入障壁を下げるための他自治体の取り組みを共有し、近江八幡市で有効となるものを同定。

・他自治体の取り組みの例：亀岡市と養父市（公共調達）、豊岡市（CSA）、北杜市（企業版CSA）

・現在の生産実態（人数、品目、生産量、販路）を把握する。

・将来、生産量が増加する品目を同定する。

・以上から、現在不足している販路、また今後開拓が必要な販路を把握する。目的

7



業務内容（2）市内の食品関連事業者のニーズ調査

方法

①市内の食品関連事業者 に対してインタビュー調査（インタビュー先は、調整中。7社~10社を予定。）

・有機農産物の現在の品目、量、時期、仕入れ先、仕入れフローを調査。

・拡大希望の品目、量、時期を調査し、潜在需要を調査。

・拡大の阻害要因を分類・把握（ボトルネックは生産量か、品質か、価格か）。

②調査対象の追加：地元企業

・有機農産物への関心が高いと見込まれる地元企業を対象としてニーズ調査を行い、潜在的な需要を把握する。

・調査対象は、近江八幡市の「健康経営優良法人」20社、うち大規模法人が2社。

・アンケート調査で、すでに有機農産物を購入（社食への導入、福利厚生として提供）している企業、その意思のある企業

を同定。

・上記企業に対してインタビュー調査を行い、導入・拡大可能性を把握する。

③調査対象の追加：公共調達（学校給食）

・市内の生産者からの希望が出されているため、有機農産物の学校給食への導入可能性を探る。

・教育委員会担当者、給食センターへインタビューを行い、導入可能性、導入の阻害要因を把握。

・阻害要因を除去する方法を考案。

・市内食品関連事業者の、有機農産物に対する現在の需要と、開拓されていない潜在需要を把握する。

・需要拡大の阻害要因を同定する。
目的
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業務内容（3）販路開拓支援

方法

①潜在需要と供給を結びつける経路を同定し、生産者に紹介

・生産実態（業務内容１の結果）と潜在需要（業務内容２の結果）を比較することで、開拓・拡大可能な流通・販売経路（品

目、量、時期、出荷先）をリスト化し、生産者に提供。

・市の特定区域（円山町及び北之庄町の一部）で新たに有機農業に取り組む生産者（水稲）に対しても、同様のリストを

提供。

・生産者、事業者の要望に応じて、商談会を企画・実施。

・成功している生産者を規模別に分類し、各規模における販路構築のモデルケースを作成、生産者や新規就農希望者

に提供。

②市産有機農産物のブランド戦略を作成

・当社保有の全国データと比較することで、近江八幡市の特徴を把握。

・その特徴をもとに、市内・市外の消費者へのアピールポイントを同定。

・アピールポイントをもとに、ブランド戦略を提案書にまとめる。

・提案書には、消費者へのPR戦略などを記載

  （例）市内小売店・直売所での近江八幡市産有機農産物のコーナー展開

　　　  市内生産者インタビュー記事などを含むHPの作成

　　　  近江八幡市産農産物の取扱店・飲食店マップの作成

             

・生産者の生産品目、規模ごとに、具体的な販路を紹介する。

・近江八幡の強みを明らかにし、市内・市外の消費者への訴求方法を提案する。

・商談会を開催し、生産者と事業者のマッチングを行う。目的
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▲小売店での有機農産物コーナー展開の
例。経験豊富な当社スタッフが、品目の選
定やポップの提案、陳列方法までプロ
デュースする。

ロゴ



業務内容（4）ご提案 システムの導入と実証

方法

・オフラインでの商談会に加えて、オンライン上でも販路開拓を促進するため、オンライン上でのマッチングおよび受発注作

業を削減するシステムを試験導入する。

・システム導入の効果検証し、販売促進につながる本格導入の形を提案する。目的

・業務内容１，２の結果から、市内全体での有機農産物の動きを図化する（下図はその概念図）。

・一部に、販売管理システムを試験導入する。このシステムは当社開発のもので、すでに7年の運用実績がある。

・システムの試験導入による出荷量、生産者の負担（削減時間数、心理的負荷軽減度）の変化を調査する。

・調査結果をもとに、・システム導入が有効な箇所を同定し、本格導入の形を提案する。

当社

市内生産者

新規就農
希望者

近江八幡市

市内生産者

生産者グループ／
給食事業委託先

導入実証支援

販売管理
システム

参入

就農支
援

生産者との調整

市内生産者

市内生産者
買い手

買い手

買い手

・生産者と買い手のマッ
チング
・受発注
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実施体制

担当者 担当する業務

代表取締役 管理者。事業全体設計、総括。最終成果物の監修および承
認等。

取締役 管理者補佐。全体の進捗管理、品質管理。
最終成果物の監修および承認等。

主任研究員 当事業主担当。調査設計、調査の実施、分析、報告書の執
筆統括。

リーダー 当事業主担当補佐。実務全体の統括管理。貴市との連絡窓
口。進捗管理、商談会の企画開催。

研究員 調査の実施、データ分析、報告書執筆等。

WEBディレクター 販促・ブランド化戦略策定、コンテンツ設計等。

事務 連絡窓口補佐、経費精算、庶務・会計に関する事務処理等。

近江八幡市

市内生産者、
当社提携生産者400軒（全国）

市内小売事業者、飲食店
当社提携小売事業者・飲食店

（約270軒）
当社顧客（約12,000軒）

市内流通事業者、
市外流通事業者、
当社バイヤーチーム

アドバイザリーボード

効果を高める工夫
多角的な視点で事業を推進するために、
外部アドバイザーを選定（依頼者は調整
中）し、検討会を実施する。

関係者

連携

連携
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